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ASP情報共有システムについて
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1. 情報共有システムについて

2. 情報共有システム操作説明
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É商号 株式会社アイサス

É設立 2005年10月5日

É資本金 5,100万円

É代表者 代表取締役 百成公鋭

É事業内容 ASPサービス事業

インターネットを通じての情報サービスに関する事業

コンピュータソフトウェアの開発、販売、保守、管理等

É経営理念 愛情のあるＩＴの力で、

全てのステークホルダーを支え、励まし、

勇気づける会社になる
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¸ CALS/EC 「公共事業支援統合情報システム」
紙で交換されていた情報を

①電子化し②ネットワークを活用することで③関係者間の情報共有を図る

生産性向上やコスト縮減を実現する取り組みのこと
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É利用環境 インターネットに繋がる端末があれば利用可能

É利用期間 工事施工中（利用中の料金のみで利用可能）

É導入費用 構築やメンテナンス等にかかるコストや費用は不要

ソフトと違ってインストールや更新等の必要なし

Éセキュリティ ウイルス感染や情報漏えいを防止

É電子納品 システム内で整理（アイサスの場合は自動整理）

※業務・営繕に関しては自動整理の対象外
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いつでもどこでも書類の提出・決裁が可能

建設現場現場事務所

発注事務所

情報共有システム
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・工事書類の作成や提出

・工事書類の閲覧や決裁

・工事書類を整理

・さまざまな情報の共有
（写真、動画、図面など）

・電子成果品データの作成
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É移動コストや時間の大幅な削減

ÉＩＣＴ活用工事に係る大容量データの共有

Éデータの一元管理による書類の散逸や紛失の防止
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2015年 国土交通省の工事で利用が義務化

2018年 国土交通省の業務で利用が開始

2019年 農林水産省の工事で利用が義務化

2020年 農林水産省の業務で利用が開始

2021年 国土交通省の営繕工事で利用が義務化

2021年 防衛省の工事で利用が義務化

2021年現在 47/47 都道府県が導入済み（弊社調べ）
2021年現在 ※ASP方式・発注者サーバ方式を含む
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É導入状況 2016年4月 試行運用

2019年7月 本格運用

É利用実績 現在まで/910 件（2022年度/233 件）10月12日現在

・全土木事務所

・安芸林業事務所/ 幡多林業事務所中央西林業事務所/ 中央東林業事務所

・幡多農業振興センター ・電気工水課 ・宿毛市 ・四万十市

É対象工事 「発注者指定型」（情報共有システムの活用を義務付ける工事）

予定価格が5,000万以上の工事

「受注者希望型」（契約後、受発注者間の協議により活用を決定する工事）

予定価格が1,000万円以上5,000万未満の工事のうち、
情報共有システムを導入することで業務の効率化が
図られると判断される工事

※ 高知県公式ホームページ「情報共有システム活用工事の発注について（通知）」を参考に当社にて作成
2021年5月時点
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É施策
ICTの全面的な活用（ICT土工）

⇒3次元データ、BIM/CIM 、ICT建機、情報共有システム、遠隔臨場

É目的
ü2025年度までに建設現場の ▀ Ϭ2ᶤΰ
ü魅力ある建設現場の実現 など

É背景
ü過去20年間で技能労働者が200万人以上減少
üさらに今後10年で3分の1が離職する可能性大
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（１）設計段階から維持管理段階までの一貫したBIMの活用に向けた試行

・PFI事業において、維持管理段階までの一貫したBIMの活用に向けた試行を実施

（２）情報共有システムを発注者指定により活用

・原則全ての営繕工事で情報共有システムを活用

・情報共有システムを活用する工事では、工事監理業務、設計意図伝達業務についても

情報管理システムを活用

（３）建設現場遠隔臨場の試行案件拡大と要領の作成

・「監督職員の立会い」を必要とする作業の一部に遠隔臨場を適用する試行案件を拡大

・試行結果を踏まえ、遠隔臨場に関する要領を作成

引用）官庁営繕：官庁営繕事業における生産性向上技術の更なる活用拡大～生産性向上技術の活用方針を改定～ - 国土交通省 (mlit.go.jp)
https://www.mlit.go.jp/gobuild/seisanseikojo01_00002.html（2021年11月8日確認）

https://www.mlit.go.jp/gobuild/seisanseikojo01_00002.html
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É情報共有システムが国の工事で義務化

É利用が土木工事、委託業務、営繕建築など多岐に

É国から地方に利用範囲が拡大

Éi-Construction などによるICT技術の導入
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